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A b a l a n c e 株 式 会 社

代 表 取 締 役 社 長 柳 瀬 重 人

（コード番号：3856 東証スタンダード）

問合せ先： 人事総務本部 IR・広報部副部長 内 田 晋

電 話： ０３－６８１０－３０２８（代表）

(訂正・数値データ訂正)「2025年３月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」

の一部訂正について

当社は、2025年５月15日に開示いたしました「2025年３月期 決算短信〔日本基準〕（連結）」の一部を訂正

いたしましたので、お知らせいたします。また、数値データにも訂正がありましたので訂正後の数値データも送

信します。

記

１．訂正内容と理由

訂正内容と理由につきましては、別途、2026年８月18日付「過年度の有価証券報告書等の訂正報告書の提出及び

過年度の決算短信等の訂正に関するお知らせ」にて開示しておりますのでご参照ください。

２．訂正箇所

訂正の箇所には を付して表示しております。

なお、訂正箇所が多数に及ぶことから、訂正後のみ全文を記載しております。

以 上
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(百万円未満切捨て)
１．2025年３月期の連結業績（2024年７月１日～2025年３月31日）

（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期
（９か月）

62,828 － 2,552 － 2,454 － △314 －

2024年６月期
（12か月）

198,420 △7.8 27,293 109.8 28,992 101.5 11,041 127.3

(注) 包括利益 2025年３月期 △1,989百万円( －％) 2024年６月期 25,264百万円( 86.8％)

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2025年３月期 △17.65 － △1.3 1.7 4.1

2024年６月期 634.67 630.23 59.3 19.4 13.8
(参考) 持分法投資損益 2025年３月期 100百万円 2024年６月期 94百万円

(注)2025年３月期は決算期変更の経過期間に伴い９ヶ月決算となっておりますので、対前期増減率につきましては
記載しておりません。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2025年３月期 146,809 45,002 15.6 1,285.04

2024年６月期 149,117 45,592 16.6 1,393.45
(参考) 自己資本 2025年３月期 22,874百万円 2024年６月期 24,790百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2025年３月期 △10,341 △2,620 4,128 25,925

2024年６月期 44,737 △21,191 △5,446 37,033

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2024年６月期 － 3.00 － 5.00 8.00 141 1.5 0.8

2025年３月期 － 0.00 － 3.00 3.00 53 5.6 0.2

2026年３月期
(予想)

－ － － － － －

（注）現時点において、2026年３月期の１株当たり配当金は未定です。



３．2026年３月期の連結業績予想（2025年４月１日～2026年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 95,000 － 6,000 － 6,000 － 3,000 － 168.53
(注)2025年３月期は決算期変更の経過期間に伴い９ヶ月決算となっておりますので、対前期増減率につきましては

記載しておりません。

※ 注記事項

（１）期中における連結範囲の重要な変更 ： 有

新規 ２社 (社名)

TOYO SOLAR MANUFACTURING

ONE MEMBER PLC

TOYO Solar Texas LLC

、 除外 ２社 (社名)
株式会社デジサイン

株式会社FORTHINK

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（注）詳細は、添付資料P.14「３．連結財務諸表及び主な注記（５）連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変

更に関する注記）をご覧ください。

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2025年３月期 17,930,693株 2024年６月期 17,927,693株

② 期末自己株式数 2025年３月期 130,176株 2024年６月期 136,994株

③ 期中平均株式数 2025年３月期 17,793,581株 2024年６月期 17,396,808株

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績
等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっ
ての注意事項については、添付資料P.4「(4)今後の見通し」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況
当連結会計年度における経営成績

当連結会計年度におけるわが国経済は、各種政策の効果も見られ、雇用・所得環境の改善が進み、緩やかな回復

基調となりました。一方、世界経済は、欧米における高金利の継続や米国の政策動向、中国経済の先行きへの懸念、

更には中東地域の情勢や金融資本市場の変動等の影響があり、依然として不透明な状況が継続しました。再生可能

エネルギー市場においては、国内では、日本政府による2050年カーボンニュートラル宣言の下、2030年度に温室効

果ガス排出を2013年度比46％削減するとの目標が設定されています。国際的には、2024年に開催された国連気候変

動枠組条約（COP29）及び米国のインフレ抑制法（IRA）による気候変動対応等、脱炭素社会の実現への取り組みは

進展しており、再生可能エネルギー市場は、中長期的な成長が見込まれています。

当社グループの主力事業である太陽光パネル製造事業においては、世界的に需要は旺盛であるものの、太陽光関

連製品の供給過剰から市況が軟調に推移しました。また、米国市場では、同国政府により、東南アジア４カ国に対

するアンチダンピング関税及び相殺関税の賦課に関する検討が進み、税制の政策面でも不透明な状況が継続しまし

た。このような経営環境に対応し、当社グループはインド国及び台湾向けの新たな販売戦略を推し進めてまいりま

した。併せて、将来の収益拡大を見据え、エチオピア国のセル工場及び米国テキサスのパネル工場の建設準備も進

めてまいりました。これら新工場に係る先行投資に伴い費用が発生したものの、グローバルにおける太陽光パネル

市場が依然として厳しい環境の中、当連結会計年度において通期での黒字を確保いたしました。

当社は、期中に決算期変更を実施したため、2025年３月期は９カ月の変則決算となります。前連結会計年度と会

計期間が異なることから、以下の経営成績に関する説明において、増減額及び前期比(％)を記載せず説明しており

ます。

以上の結果、当連結会計年度の売上高は62,828百万円、営業利益は2,552百万円、経常利益は2,454百万円、親

会社株主に帰属する当期純損失は314百万円となりました。

太陽光パネル製造事業は、ベトナム国のVietnam Sunergy Joint Stock Company（以下、「VSUN」という。）及び

太陽光パネルの上流工程となるセルを製造するTOYO SOLAR Company Limited（以下、「TOYO SOLAR」という。）を

傘下におくTOYO Co.,Ltd.（以下、「TOYO」という。）が連携し、グローバル・サプライチェーンの強化に取り組ん

でいます。

グリーンエネルギー事業は、太陽光発電所及び関連設備に係る物品販売（フロー型ビジネス）を継続するととも

に、太陽光発電所の自社保有化（ストック型ビジネス）を展開することにより、事業基盤の強化に取り組んでいま

す。

セグメント毎の経営成績については、次の通りです。

１．太陽光パネル製造事業

売上高54,764百万円、セグメント利益2,411百万円となりました。

売上高は、主要な販売先である米国向け販売が太陽光パネル関連製品に対する輸入関税免除措置の終了（2024

年６月）に加えて、アンチダンピング関税及び相殺関税の先行きの不透明さから受注が減少しましたが、インド

国や台湾及びその他新規顧客向けの販売戦略が功を奏し、一定の水準を確保しました。一方で、エチオピア国及

び米国テキサスの新工場建設に係る先行投資のコスト増加及びベトナム国のセル工場における棚卸評価損等の影

響から、営業利益は減益となりました。米国向け販売の低迷によりベトナム工場の稼働率が低下したため、製造

原価の低減等、収益の改善に取り組んでおります。

２．グリーンエネルギー事業

太陽光発電所および関連設備にかかる物品販売2,964百万円、売電及びO&M収入等4,358百万円、その他114百万

円を計上し、売上高7,436百万円、セグメント利益780百万円となりました。

当社グループでは、WWB株式会社（以下、「WWB」という。）及び株式会社バローズを主体に、太陽光発電所の

販売のほか、太陽光パネル、PCS（パワーコンディショナ）、産業用及び住宅用蓄電池等の太陽光発電設備に係る

部材販売をフロー型ビジネスとして行いつつ、売電収入を原資とする安定収入体制の構築のため、完工後も発電

所を継続して保有・管理するストック型ビジネスを推進しています。フロー型ビジネスにおいては、販売数量増

加を目指した国内の大手小売量販店をチャネルとする販売の拡大が進みました。ストック型ビジネスにおいては、

自社の開発能力を活用した優良発電プロジェクトの開発に取り組み、発電所開発・建設を進め、事業基盤の拡充

に取り組んでいます。更に、積極的な海外展開に取り組むほか、将来の社会的な課題として懸念されている太陽

光パネルの廃棄問題に対する取り組みとして、PV Repower株式会社を中心に太陽光パネルのリユース事業を展開

しております。

３．その他

売上高638百万円、セグメント損失10百万円となりました。

その他の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＩＴ事業、光触媒事業及び建機販売事

業等を含んでおります。
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（２）当期の財政状態の概況

資産、負債及び純資産の状況

（資産）

当連結会計年度における流動資産は90,680百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,020百万円増加いたしま

した。これは主に、現金及び預金が11,268百万円減少、仕掛品が965百万円減少した一方で、売掛金が2,776百

万円増加、商品及び製品が3,969百万円増加、前渡金が6,569百万円増加したこと等によるものであります。固

定資産は56,128百万円となり、前連結会計年度末に比べ3,327百万円減少いたしました。これは主に有形固定資

産が2,680百万円減少及び投資有価証券が183百万円減少したこと等によるものであります。

この結果、総資産は、146,809百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,308百万円減少いたしました。

（負債）

当連結会計年度における流動負債は81,015百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,352百万円増加いたしま

した。これは主に、短期借入金が3,655百万円増加した一方で、買掛金が892百万円減少及び輸出関税に係る引

当金が791百万円減少したしたこと等によるものであります。固定負債は20,791百万円となり、前連結会計年度

末に比べ4,069百万円減少いたしました。これは主に長期借入金が1,589百万円減少したこと等によるものであ

ります。

この結果、負債合計は、101,807百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,717百万円減少いたしました。

（純資産）

当連結会計年度における純資産合計は45,002百万円となり、前連結会計年度末に比べ590百万円減少いたしま

した。これは主に、親会社株主に帰属する当期純損失を314百万円計上したことによるものであります。

この結果、自己資本比率は15.6％（前連結会計年度末は16.6％）となりました。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、前連結会計年度末に比べ、11,108

百万円減少し、25,925百万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの分析は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果支出した資金は10,341百万円(前連結会計年度は44,737百万円の獲得)となりました。主な増減

要因は、仕入債務の減少による2,835百万円、棚卸資産の増加による4,575百万円出、前渡金の増加による2,091百

万円の支出などによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果支出した資金は2,620百万円(前連結会計年度は21,191百万円の支出)となりました。主な増減要

因は、預け金の預入による6,975百万円の支出、預け金の回収による8,042百万円の収入、及び有形固定資産の取

得による支出3,999百万円であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果獲得した資金は4,128百万円（前連結会計年度は5,446百万円の支出）となりました。主な増減

要因は、短期借入れによる41,009百万円の収入、及び短期借入金の返済による35,850百万円の支出であります。
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（４）今後の見通し
①来期見通し

当社グループの主要セグメントである太陽光パネル製造事業及びグリーンエネルギー事業を中心に予算編成を

行った結果、2026年３月期の連結業績予想（2025年４月1日～2026年３月31日）については、売上高95,000百万

円、営業利益6,000百万円、経常利益6,000百万円、親会社株主に帰属する当期純利益3,000百万円としておりま

す。連結業績予想に係る前提条件は、外部環境の動向を踏まえ、以下のように、現状において合理的に予測可能

な条件等に基づいて設定しております。

(a) 太陽光パネル製造事業

世界的な地球温暖化による気候変動対策として、今後も世界各国の再生可能エネルギーの導入は加速し、太

陽光発電市場は、中長期的な成長が見込まれる市場です。しかしながら、一昨年から太陽光関連製品は供給過

剰により市況が軟調に推移しています。主要な販売先である米国市場では、本年４月にアンチダンピング関税

及び相殺関税の賦課に関する最終決定が米国政府より、ベトナム国に対しても下され、VSUN等への影響が見込

まれます。加えて、米国政府は全ての国から輸入される実質的に全ての品目に10%の追加関税を課すベースライ

ン関税のほか、ベトナム国を含む特定の国に対し、相互関税（４月９日から発動を90日間停止）の賦課を決定

しておりますが、同国の税制政策については今後の国際情勢等を含め、依然流動性がある事から、予断を許し

ません。同国では、これまでインフレ抑制法（IRA）等により、米国内での投資が活発化していましたが、今後

のエネルギー政策動向による当社グループ事業への影響を注視しています。

以上のような環境を踏まえ、当社グループの太陽光パネル製造事業に関し、ベトナム国VSUNのパネル及び

TOYO SOLARのセルの製品販売先として、引き続き欧州やインド国を始めとするアジア市場等の販売多角化を推

し進めます。また、TOYOはエチオピア連邦民主共和国シダマ州アワサ市において、セルの新工場（第１フェー

ズ）を建設しましたが、旺盛な需要を背景に、生産能力の増強を決定し、2026年３月期第２四半期中を目途に

第２フェーズの生産を開始する予定です。米国テキサス州に建設の太陽光パネルの新工場への製品供給を行う

ほか、外部顧客への販売も強化します。そして、米国市場において太陽光パネル関連製品の安定した供給体制

を構築し、同国内での太陽光パネル製造事業の拡大に取り組みます。なお、設備投資に係る資金については自

己資金及び金融機関からの借り入れを中心に調達方法を検討してまいります。

(b) グリーンエネルギー事業

当社グループでは、太陽光発電所を自社保有化し、電力会社に電力販売をおこなうストック型ビジネスを強

化しています。Non-FIT発電所開発・建設やM&Aも積極的に活用するほか、最適なポートフォリオの構築に取組

み、収益基盤の拡充を図ります。

太陽光発電関連サービスを提供するフロー型ビジネスに関し、大型小売量販店と連携し、量販店の顧客向け

に太陽光発電設備ならびに蓄電設備の販売拡大を目指します。そして、積極的な海外展開に取り組むほか、将

来的に太陽光パネルの廃棄問題が懸念される状況に対し、社会問題解決の観点からも、太陽光パネルのリユー

ス事業への取り組みも継続的に展開してまいります。また、北海道地区において、電力の需給調整や停電時な

どに備えて、安定的な電力供給を可能とする系統蓄電池事業に参入しております。石狩の蓄電所が2026年に運

転開始となるほか、WWBを含む９社合同で設立した「北海道札幌蓄電合同会社」において、2027年4月の北海道

札幌蓄電所の運転開始を目指しています。今後は、系統蓄電事業において、更なる蓄電所の新規案件獲得に取

り組んでまいります。

②配当に関する見通し

当社グループは、経営戦略に基づく今後の成長投資と事業展開、ならびに財務体質の改善に取り組んでまいり

ます。株主還元については、安定配当を基本方針としています。なお、2026年３月期の中間・期末配当につきま

しては、当社の業績動向や財務状況等を勘案し、ご案内が出来る状況になりましたら、適時お知らせいたしま

す。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財

務諸表を作成する方針であります。

なお、IFRSの適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対応していく方針であります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年６月30日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 37,720 26,452

売掛金 3,592 6,368

商品及び製品 13,752 17,721

販売用不動産 1,342 1,589

仕掛品 4,891 3,925

原材料及び貯蔵品 2,168 1,322

前渡金 3,007 9,577

未収入金 1,741 3,587

預け金 20,508 20,033

その他 971 250

貸倒引当金 △37 △147

流動資産合計 89,660 90,680

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 4,108 5,623

減価償却累計額 △528 △715

建物及び構築物（純額） 3,580 4,907

機械装置及び運搬具 49,749 42,903

減価償却累計額 △11,213 △11,745

機械装置及び運搬具（純額） 38,535 31,158

土地 2,491 2,472

リース資産 13 13

減価償却累計額 △8 △10

リース資産（純額） 5 3

使用権資産 2,668 3,333

減価償却累計額 △636 △893

使用権資産（純額） 2,032 2,440

建設仮勘定 3,391 7,250

その他 1,882 1,069

減価償却累計額 △661 △725

その他（純額） 1,220 343

有形固定資産合計 51,257 48,577

無形固定資産

のれん 4,874 3,899

その他 334 246

無形固定資産合計 5,208 4,146

投資その他の資産

投資有価証券 1,636 1,453

長期貸付金 10 10

繰延税金資産 148 203

その他 1,581 1,979

貸倒引当金 △387 △242

投資その他の資産合計 2,989 3,404

固定資産合計 59,455 56,128

繰延資産

社債発行費 1 0

繰延資産合計 1 0

資産合計 149,117 146,809
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2024年６月30日)

当連結会計年度
(2025年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 12,012 11,120

短期借入金 28,654 32,310

1年内返済予定の長期借入金 2,823 1,562

1年内償還予定の社債 66 66

リース債務 199 249

未払法人税等 2,271 1,289

契約負債 8,635 9,662

未払金 784 589

1年内返済予定の長期割賦未払金 793 3,349

賞与引当金 53 28

輸出関税に係る引当金 13,846 13,055

有償支給取引に係る負債 － 952

その他 8,518 6,779

流動負債合計 78,662 81,015

固定負債

社債 66 －

長期借入金 12,920 11,331

リース債務 513 1,466

繰延税金負債 836 365

退職給付に係る負債 0 0

長期割賦未払金 10,144 7,418

長期未払金 2 6

その他 378 202

固定負債合計 24,861 20,791

負債合計 103,524 101,807

純資産の部

株主資本

資本金 2,518 2,521

資本剰余金 2,499 2,379

利益剰余金 18,715 18,258

自己株式 △144 △91

株主資本合計 23,589 23,068

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 37 25

為替換算調整勘定 1,163 △218

その他の包括利益累計額合計 1,200 △193

新株予約権 305 264

非支配株主持分 20,497 21,862

純資産合計 45,592 45,002

負債純資産合計 149,117 146,809
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2023年７月１日
至 2024年６月30日)

当連結会計年度
(自 2024年７月１日
至 2025年３月31日)

売上高 198,420 62,828

売上原価 153,241 50,444

売上総利益 45,178 12,383

販売費及び一般管理費

役員報酬 120 92

給料手当及び賞与 3,805 2,218

賞与引当金繰入額 45 33

支払手数料 2,805 963

租税公課 984 2,099

研究開発費 289 48

減価償却費 139 232

貸倒引当金繰入額 19 4

のれん償却額 378 974

輸出関税引当金繰入額 7,223 221

その他 2,073 2,942

販売費及び一般管理費合計 17,885 9,831

営業利益 27,293 2,552

営業外収益

受取利息 800 399

持分法による投資利益 94 100

為替差益 2,709 617

貸倒引当金戻入額 － 11

その他 887 606

営業外収益合計 4,493 1,735

営業外費用

支払利息 1,859 1,557

社債発行費償却 1 0

貸倒引当金繰入額 17 －

その他 916 275

営業外費用合計 2,794 1,833

経常利益 28,992 2,454
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2023年７月１日
至 2024年６月30日)

当連結会計年度
(自 2024年７月１日
至 2025年３月31日)

特別利益

訴訟損失引当金戻入額 21 －

固定資産売却益 0 7

投資有価証券売却益 8 150

新株予約権戻入益 14 39

特別利益合計 44 197

特別損失

固定資産売却損 － 10

固定資産除却損 313 270

減損損失 32 －

投資有価証券売却損 － 43

過年度決算訂正関連費用 60 －

追徴金 － 135

割賦債務返済に伴う特別損失 － 541

その他 17 －

特別損失合計 423 1,002

税金等調整前当期純利益 28,613 1,648

法人税、住民税及び事業税 3,129 929

法人税等調整額 1,431 △509

法人税等合計 4,561 419

当期純利益 24,052 1,229

非支配株主に帰属する当期純利益 13,010 1,543

親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に
帰属する当期純損失（△）

11,041 △314
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2023年７月１日
至 2024年６月30日)

当連結会計年度
(自 2024年７月１日
至 2025年３月31日)

当期純利益 24,052 1,229

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 6 △2

為替換算調整勘定 1,156 △3,221

持分法適用会社に対する持分相当額 48 4

その他の包括利益合計 1,211 △3,218

包括利益 25,264 △1,989

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 11,462 △1,967

非支配株主に係る包括利益 13,801 △22
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 2023年７月１日 至 2024年６月30日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,059 1,717 7,812 △143 11,445

当期変動額

新株の発行 431 431 862

新株の発行（新株予約権

の行使）
27 27 55

剰余金の配当 △139 △139

親会社株主に帰属する当

期純利益
11,041 11,041

自己株式の取得 △0 △0

非支配株主との取引に係

る親会社の持分変動
50 50

連結子会社株式の取得に

よる持分の増減
272 272

持分法適用関連会社の保

有する親会社株式の増減
－

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
－

当期変動額合計 459 782 10,902 △0 12,143

当期末残高 2,518 2,499 18,715 △144 23,589

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券評価

差額金
為替換算調整勘定

当期首残高 △6 1,011 264 10,304 23,019

当期変動額

新株の発行 862

新株の発行（新株予約権

の行使）
55

剰余金の配当 △139

親会社株主に帰属する当

期純利益
11,041

自己株式の取得 △0

非支配株主との取引に係

る親会社の持分変動
50

連結子会社株式の取得に

よる持分の増減
272

持分法適用関連会社の保

有する親会社株式の増減
－

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
44 151 41 10,192 10,429

当期変動額合計 44 151 41 10,192 22,573

当期末残高 37 1,163 305 20,497 45,592
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当連結会計年度(自 2024年７月１日 至 2025年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,518 2,499 18,715 △144 23,589

当期変動額

新株の発行 －

新株の発行（新株予約権

の行使）
2 2 5

剰余金の配当 △142 △142

親会社株主に帰属する当

期純損失（△）
△314 △314

自己株式の取得 －

連結子会社の増資による

持分の増減
△58 △58

非支配株主との取引に係

る親会社の持分変動
328 328

連結子会社株式の取得に

よる持分の増減
△391 △391

持分法適用関連会社の保

有する親会社株式の増減
52 52

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
－

当期変動額合計 2 △119 △456 52 △521

当期末残高 2,521 2,379 18,258 △91 23,068

その他の包括利益累計額

新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券評価

差額金
為替換算調整勘定

当期首残高 37 1,163 305 20,497 45,592

当期変動額

新株の発行 －

新株の発行（新株予約権

の行使）
5

剰余金の配当 △142

親会社株主に帰属する当

期純損失（△）
△314

自己株式の取得 －

連結子会社の増資による

持分の増減
△58

非支配株主との取引に係

る親会社の持分変動
328

連結子会社株式の取得に

よる持分の増減
△391

持分法適用関連会社の保

有する親会社株式の増減
52

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
△12 △1,382 △40 1,365 △69

当期変動額合計 △12 △1,382 △40 1,365 △590

当期末残高 25 △218 264 21,862 45,002
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2023年７月１日
至 2024年６月30日)

当連結会計年度
(自 2024年７月１日
至 2025年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 28,613 1,648

減価償却費 4,905 4,228

減損損失 32 －

のれん償却額 378 974

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 △30

賞与引当金の増減額（△は減少） 7 1

受取利息及び受取配当金 △819 △399

輸出関税に係る引当金の増減額（△は減少） 7,719 △791

製品保証引当金の増減額（△は減少） 87 △130

訴訟損失引当金の増減額（△は減少） △21 －

支払利息 1,859 1,557

持分法による投資損益（△は益） △94 △100

為替差損益（△は益） 758 △677

固定資産売却損益（△は益） △0 3

固定資産除却損 313 270

投資有価証券売却損益（△は益） － △150

新株予約権戻入益 △16 △39

追徴金 － 135

売上債権の増減額（△は増加） △1,450 △1,535

棚卸資産の増減額（△は増加） 32,268 △4,575

販売用不動産の増減額（△は増加） △893 840

仕入債務の増減額（△は減少） △4,750 △2,835

前受金の増減額（△は減少） △19,098 546

前渡金の増減額（△は増加） 7,394 △2,091

その他の負債の増減額（△は減少） △492 －

その他 △7,401 △4,612

小計 49,297 △7,762

利息及び配当金の受取額 464 233

利息の支払額 △2,033 △1,079

法人税等の支払額 △3,419 △1,596

法人税等の還付額 428 －

追徴金の支払額 － △135

営業活動によるキャッシュ・フロー 44,737 △10,341
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2023年７月１日
至 2024年６月30日)

当連結会計年度
(自 2024年７月１日
至 2025年３月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △99 △69

定期預金の払戻による収入 587 166

有形固定資産の取得による支出 △9,656 △3,989

有形固定資産の売却による収入 16 100

無形固定資産の取得による支出 △1,157 △153

投資有価証券の取得による支出 △184 △117

投資有価証券の売却による収入 － 28

預け金の預入による支出 △10,914 △6,975

預け金の回収による収入 362 8,042

関係会社株式の取得による支出 － △3

関係会社株式の売却による収入 26 170

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

△99 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

－ 153

貸付けによる支出 △2 －

貸付金の回収による収入 13 0

敷金の差入による支出 △114 △2

敷金の回収による収入 0 16

その他 29 11

投資活動によるキャッシュ・フロー △21,191 △2,620

財務活動によるキャッシュ・フロー

割賦債務の返済による支出 △793 △534

セールアンド割賦バック取引による収入 5,004 －

短期借入れによる収入 65,378 41,009

短期借入金の返済による支出 △72,327 △35,850

長期借入れによる収入 2,455 1,071

長期借入金の返済による支出 △4,990 △2,171

社債の償還による支出 △117 △66

リース債務の返済による支出 △120 △329

非支配株主からの払込みによる収入 365 970

非支配株主への払戻による支出 △327 －

非支配株主への配当金の支払額 △600 △7

株式の発行による収入 862 －

新株予約権の行使による株式の発行による収入 36 3

自己株式の取得による支出 △0 －

新株予約権の発行による収入 19 －

配当金の支払額 △138 △88

連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出

△91 －

引出制限及び使途制限付預金の純増減額（△は
増加）

△62 61

その他 － 60

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,446 4,128

現金及び現金同等物に係る換算差額 △572 △2,405

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 17,526 △11,238

現金及び現金同等物の期首残高 19,507 37,033

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 130

現金及び現金同等物の期末残高 37,033 25,925
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記)

当社の連結子会社TOYO Company Limitedは、2024年７月２日付けでナスダックに上場いたしました。この結果、

当中間連結会計期間において、資本剰余金が834百万円増加し、当中間連結会計期間末において資本剰余金が3,153

百万円となっております。

(会計方針の変更に関する注記)

（法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号2022年10月28日。以下「2022年改正

会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な取

扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表

における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用して

おります。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結財務諸表となっ

ております。なお、当該会計方針の変更による前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

（グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱いの適用）

「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第46号

2024年３月22日）を当連結会計年度の期首から適用しています。なお、当該実務対応報告第７項を適用している

ため、当連結財務諸表においては、グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等を計上しておりません。

(追加情報)

（連結決算日の変更に関する事項）

2025年２月21日に開催した臨時株主総会での決議をもって、当社グループの決算期（事業年度の末日）は毎年

６月30日から毎年３月31日に変更となりました。そのため、決算期変更の経過期間となる当連結会計年度（2025

年３月期）は2024年７月１日から2025年３月31日までの９ヵ月間を連結対象期間としています。なお、従来から

３月決算である連結子会社及び関連会社は、2024年４月１日から2025年３月31日までの12カ月間を連結対象期間

としています。

（不適切な会計処理に関する調査状況について）

当社は、過去の有償支給取引に係る会計処理について、事実関係の確認、会計処理の妥当性の検証及び財務諸

表への影響額の把握を行うため、2025年９月２日に外部専門家からなる第三者委員会を設置し、2025年12月17日

付で同委員会から調査報告書を受領し、その内容を公表しました。その後、当社は、同調査報告書の記載内容及

び個別の指摘事項について更なる検証を行う必要があると判断し、2026年１月８日に当社と利害関係を有しない

外部専門家からなる検証委員会を設置し、2026年２月20日付で同委員会から調査報告書を受領し、その内容を公

表しました。

上記の調査結果を踏まえ、当社は内部管理体制等の抜本的な改善を図るため、改善計画を策定し、2026年７月

31日付でその内容を公表しました。

また、当社は、外部機関による国内有償支給取引の調査対象に加え、海外子会社を含めAbalanceグループ全体

における類似取引の有無及び会計処理の適切性を確認する観点から、海外子会社における有償支給取引について

も自主的な調査を実施しました。その結果、太陽光パネル製造工程のうちウエハの製造工程において、Abalance

グループの海外子会社が原材料であるポリシリコンを輸入し、外部加工業者に有償支給したうえで、加工後中間
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材料であるウエハ等を各海外子会社が買い戻す取引が確認された。当社は、当該取引についても取引実態及び会

計処理を検討し、必要な訂正を行っております。

(連結貸借対照表関係)

（輸出関税等に係る税務上の損金不算入）

当社の連結子会社のVietnam Sunergy Joint Stock Company及びその子会社（以下、「VSUNグループ」とい

う）は、販売にかかる輸出関税等に関する見積額を計上しており、現地の法人税等の計算上は税務上の損金とし

て取り扱っております。ただし、VSUNグループは2024年12月までにおいて税務当局による調査を受けておらず、

当該販売にかかる輸出関税等について法人税等の計算上、税務上の損金算入が認められない可能性があります。

VSUNグループは、当該販売にかかる輸出関税等に関する法人税等を認識しておりませんが、当該法人税等につ

いては将来における現地税務当局の調査結果に依存するため不確実性が存在します。したがって、現時点で将来

の追加の法人税等の発生可能性及び金額を合理的に見積ることは困難であります。

（訴訟にかかる賠償等）

2024年12月、当社及び連結子会社７社は、太陽光パネルメーカーから訴訟の提起を受け、米国北カリフォルニ

ア地区連邦地方裁判所より訴状の送達を受けました。なお、本年５月15日現在当社は本件訴訟の当事者から除外

されており、当社子会社８社が本件訴訟の当事者となります。

現時点において当社の今後の業績に与える影響額を合理的に予測することは困難であります。

(セグメント情報等の注記)

(セグメント情報)

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。当社グループの、前連結会計年期間まで報告セグメントを「太陽光パネル製造事業」、「グリーンエネルギー

事業」、「ＩＴ事業」、「光触媒事業」の４区分としていました。当連結会計期間より、業績管理区分を見直し、

それに伴い報告セグメントを「太陽光パネル製造事業」、「グリーンエネルギー事業」の２区分とし、「ＩＴ事

業」、「光触媒事業」は「その他」に含めています。

なお、前連結会計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したものを開示してお

ります。

「太陽光パネル製造事業」は、太陽光パネルの製造販売を行っております。

「グリーンエネルギー事業」は、太陽光発電システム及び関連製品を販売しております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 2023年７月１日 至 2024年６月30日)

(単位：百万円)

報告セグメント

その他
（注1）

合計 調整額
連結財務諸
表計上額
（注2）太陽光パネ

ル製造事業

グリーン
エネルギー

事業
計

売上高

外部顧客への売上高 189,326 8,324 197,650 770 198,420 － 198,420

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 14 14 0 15 △15 －

計 189,326 8,338 197,664 770 198,435 △15 198,420

セグメント利益又は損失(△) 27,358 747 28,105 △13 28,092 △798 27,293

セグメント資産 111,658 35,359 147,017 569 147,586 1,531 149,117

その他の項目

減価償却費 3,446 1,434 4,880 8 4,888 17 4,905

のれん償却 － 378 378 0 378 － 378

(注)1.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＩＴ事業及び光触媒事業を含んで

おります。

2．セグメント利益又は損失は連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

当連結会計年度(自 2024年７月１日 至 2025年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント

その他
（注1）

合計 調整額
連結財務諸
表計上額
（注2）太陽光パネ

ル製造事業

グリーン
エネルギー

事業
計

売上高

外部顧客への売上高 54,764 7,436 62,201 626 62,828 － 62,828

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ 0 0 12 12 △12 －

計 54,764 7,436 62,201 638 62,840 △12 62,828

セグメント利益又は損失(△) 2,411 780 3,191 △10 3,181 △629 2,552

セグメント資産 111,937 33,359 145,296 120 145,416 1,393 146,809

その他の項目

減価償却費 3,107 1,100 4,207 9 4,216 12 4,228

のれん償却 0 974 974 － 974 － 974

(注)1.「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＩＴ事業及び光触媒事業を含んで

おります。

2．セグメント利益又は損失は連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報の注記)

前連結会計年度
(自 2023年７月１日
至 2024年６月30日)

当連結会計年度
(自 2024年７月１日
至 2025年３月31日)

１株当たり純資産額 1,393円45銭 1,285円04銭

１株当たり当期純利益金額又は
１株当たり当期純損失金額(△)

634円67銭 △17円65銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

630円23銭 －

(注) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

前連結会計年度
(自 2023年７月１日
至 2024年６月30日)

当連結会計年度
(自 2024年７月１日
至 2025年３月31日)

１株当たり当期純利益金額又は
１株当たり当期純損失金額(△)

親会社株主に帰属する当期純利益金額又は
親会社株主に帰属する当期純損失金額(△)(百万円)

11,041 △314

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益金額
又は親会社株主に帰属する当期純損失金額(△)
(百万円)

11,041 △314

期中平均株式数(株) 17,396,808 17,793,581

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

親会社株主に帰属する当期純利益調整額(百万円) － －

普通株式増加数(株) 122,791 －

(うち新株予約権(株)) (122,791) －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概要

－

第21回ストックオプション
74,976株

第23回ストックオプション
128,000株

第24回ストックオプション
68,000株

第25回ストックオプション
180,000株
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(重要な後発事象の注記)

（第三者割当による新株式の発行）

当社は、2025年４月10日付の取締役会において、当社取締役である龍 潤生、株式会社コア・コンピタンス・

コーポレーション及びDL Green Investments LPFを割当予定先とする第三者割当により発行される新株式の発行

を決議し、2025年４月28日に払込が完了いたしました。2025年４月９日、龍 潤生は当社連結子会社WWB株式会社

から290百万円の借入を行い、本払い込みにその資金を充当しておりました。なお、本株式の割当予定先である、

当社取締役龍 潤生は、特別の利害関係を有するため、本株式の発行に係る取締役会決議には参加しておりませ

ん。

① 龍 潤生及び株式会社コア・コンピタンス・コーポレーション

(1) 払込期日 2025年４月28日

(2) 発行新株式数 普通株式 408,700株

(3) 発行価額 １株につき465.00円

(4) 調達資金の額 190,045,500円

(5)
募集又は割当方法

（割当先）

第三者割当の方法によります。
龍 潤生 322,600株
株式会社コア・コンピタンス・コーポレーション 86,100株

(6) その他
上記各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とし
ます。

② DL Green Investments LPF

(1) 払込期日 2025年４月28日

(2) 発行新株式数 普通株式 693,800株

(3) 発行価額 １株につき432.45円

(4) 調達資金の額 300,033,810円

(5)
募集又は割当方法

（割当先）
第三者割当の方法によります。
DL Green Investments LPF 693,800株

(6) その他
上記各号については、金融商品取引法による届出の効力発生を条件とし
ます。


